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1. はじめに 

地域がん登録は 45 道府県 1 市（2011

年 11 月）で実施されるようになったが、

予算・技術・人材などの面で、その事業基

盤は概して弱体である。府県間では、その

規模も、事業としての体制整備の程度も差

があるうえ、体制の違いによる事業実施の

難しさや非効率性の問題も存在する。そこ

で、こうした個々あるいは共通の課題の共

有と解決に向けて、新たな取り組みを始め

た。 

 

2. 方法 

各地域がん登録が連携して課題に取り

組むための議論の場として、広域ブロック

での地域がん登録事業会議を定期的に開

催することとした。会議では、（1）地域

がん登録事業実務関連、（2）地域がん登

録資料のがん対策への活用、（3）院内が

ん登録支援、を中心に、課題を整理・共有

していくことを目指し、これらの課題に連

携して取り組むため、近隣府県の地域がん

登録事業の府県担当部局および中央がん

登録室の担当者に参加を呼びかけた。 

 

3. 結果 

2011 年度（開催 3 回）は 2 府 8 県が出

席し、主に（1）と（3）について議論を

行った。（1）については、「地域がん登録

の生存確認調査における住民基本台帳ネ

ットワークシステムの活用」の現状報告と

「県外在住者分届出票の取り扱い方」に関

する課題の共有と解決に向けた提案がな

された。県を超えて移動するがん患者の情

報は医療機関所在地の地域がん登録へ届

け出される傾向にあるが、届出票「県外居

住者」の取り扱いについては明記されたも

のがなく、地域がん登録室間での申し合わ

せ対応であるのが現状である。（3）につ

いては、地域がん登録資料の精度向上のた

めに必須の「県内医療機関の院内がん登録

実務者に対する研修」の課題や効率化（府

県間での研修の共有など）に向けた議論を

行い、今年度から研修の共有に向けて、情

報共有を促進することとなった。 

 

4. 今後の展開 

2012 年度より、各県で都道府県がん対

策推進計画が見直される。今年度は、（2）

の「地域がん登録資料のがん対策への活用」

を重点課題とし、地域がん登録資料等に基

づいた次期計画の策定に向け、効果的なが

ん対策の実現に必要な基礎資料を、広域ブ

ロックでの地域がん登録事業会議で整

理・作成していく。 
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